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１．本助成事業の概要 
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新製品・新技術開発助成事業とは 

• 技術開発要素のある新製品・新技術の研究開発
にかかる経費の一部を助成 

 

• 設備導入や技術開発要素のない改良は、助成の
対象外となる可能性あり 
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事業の対象範囲 

企画 

 

試作 

開発 

試験 

評価 

生産 

量産 
販売 

本助成事業の範囲 

事前検証 
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本助成事業の概要① 

項目 内容 

助成限度額 1,500万円 

助成率 1／２以内 

助成対象期間 
  平成29年４月１日～ 
  最長平成30年12月31日 
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本助成事業の概要② 

項目 内容 

助成対象経費 

  原材料・副資材費 
  機械装置・工具器具費 
  委託・外注費 
  産業財産権の出願・導入費 
  専門家指導費 
  直接人件費（ソフト開発のみ） 

H29年度 新製品・新技術開発助成事業 



対象となる事業分野 

• 新製品・新技術の研究開発 
新しい機能を付加した製品や新しい製造技術に関する 
ハード面の研究開発で、試作品の設計、製作、試験評価 
及び改良など 

• 新たなソフトウェアの研究開発 
システム設計等ソフト面の新たな研究開発で、 
データ処理装置・情報処理プログラム開発及び改良など 

• 新たなサービス創出のための研究開発 
新たなサービスの提供による生産性の向上、高付加価値
化を目的として、サービス関連業等が外部の技術を活用
して行う研究開発など 
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申請要件 

• 住所等の要件 

– 東京都内に主たる事業所を有し引き続き１年以上事
業を営んでいる中小企業者等 

– 東京都内で創業し引き続く事業期間が１年に満たな
い中小企業者等 

– 東京都内での創業予定者 

 

• 業種等の要件はなし 

– 製造設備を持たない企業も申請可能 

※仕様策定やテスト等の開発の主要な部分は自社で行うこと 
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助成対象経費 

• 事業実施のために必要となる最小限の経費のみ 

 

• 助成対象期間内に契約、取得、支払いが完了 
するもの 

 

• 助成対象の確認が可能で、本助成事業の係る 
ものとして明確に区分できるもの 
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研究開発物 

• 助成対象となっている研究開発物は、助
成期間中に販売できません。 

 

• 本助成事業で取得等を行った財産（研究
開発物など）は、5年間の保存義務あり。 
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２．申請手順 
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申請フロー 

ID登録 

•担当者情報の 

登録 

申請書提出 

•企業情報の 

直接入力 

•申請書 

•補足説明資料 

 

日時予約 

•申請受付の 

日時予約 

 

※予約枠は十分

にございます 

申請受付 

•その他の 

必要書類持参 

Web（申請Webページ） 対面 
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主な提出物① 

• Webで提出するもの（4月14日まで） 

– 開発計画、資金計画、役員株主名簿、 
特許公報類（任意）、補足説明資料（任意） 

 

※個人事業主は、申請者の氏名のみを記入した 
役員株主名簿を提出 

※申請する研究開発に必要な産業財産権を出願又は 
保有している場合は、特許公報類を必ず提出 
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主な提出物② 

• お持ち頂くもの（ 5月の申請受付時） 

– 申請前確認書、確定申告書（2期分）、 
登記簿謄本、社歴書、納税証明書、 
見積書の写し（100万円以上の機械装置費のみ）、 
返信用封筒（2通） 

 

※申請前確認書は、申請Webページからダウンロード
して必要事項を記入し、会社実印を押印して提出 

※確定申告を電子申告している場合は、受信通知であ
る「メール詳細を印刷した書類」も提出 
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本助成事業のWebページ 

申請書様式を 
ダウンロード 

申請Webページへ
のリンク 

新製品の 
事業ページ 
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申請Webページ 

ここをクリックして
ID登録開始！ 
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マイページ（ログイン後） 

記入済みの 
申請書ファイルを 
アップロード 

企業情報を 
フォームに入力 

こちらからも 
申請書様式を 
ダウンロード可 
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３．申請書作成のポイント 
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研究開発の達成目標 

技術開発要素の新規性又は優秀性を抽出 

※どちらか又は両方 

※各項目最大３点 

各要素について機能目標か性能目標を記入 

※どちらか又は両方 

• 達成目標を全て達成することが 

助成金交付の要件 

– 採択後の変更は不可 ① 

② 

③ 
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達成目標と詳細 

① 

② 

② 
技術開発要素の 

「新規性」「優秀性」を 
詳細に記入 
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達成目標と実現性 

② ③ 

④ 

技術開発要素の 
技術的課題と解決方法 

を記入 

① 

課題解決の担当部署を含む 
社内外の研究開発体制を記入 
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スケジュールと資金計画 

各工程において発生する 
人件費以外の費用番号を全て記入 
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資金計画作成時の注意点① 

• 原材料・副資材費 
– 最終成果物の一部となるもの 
– 組み込まれる機械なども含まれる 

 

• 機械装置・工具器具費 
– 最終成果物を製作する際に使用するもの 
– 試作金型や計測機械などに加え、ソフトウェア開発
におけるサーバーやソフトウェアなども含まれる 

– 1件100万円以上の場合は見積書が必要 
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資金計画作成時の注意点② 

• 委託・外注費 
– 自社で直接実施できない研究開発・製造、共同研究 
– オフショア開発なども含まれる 

 

• 専門家指導費 
– 本事業における開発に対する技術指導のみ対象 
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資金計画作成時の注意点③ 

• 産業財産権の出願・導入費 
– 本事業で開発したもののみ対象 

 

• 直接人件費 
– ソフトウェア開発（アプリ・組込みソフトなど）の
み対象 

– 1,500万円の内、500万円まで申請可 
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見積書（機械装置費のみ） 

• 構成単位が1件100万円（税抜）以上なら 
2社分の見積書を提出 

– 「過去に取引実績がある企業以外に情報を公開した
くない」という理由での1社分だけの提出はＮＧ 

 

• 申請時に想定される仕様・購入先を記載 

– 「未定」はＮＧ 

– 採択後の事前手続きにより計画変更は可能 

 

H29年度 新製品・新技術開発助成事業 



４．その他の注意事項 
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同一テーマでの併願申請 

※複数採択された場合は、いずれかを選択 

補助・助成事業の種類 併願申請 

他の補助・助成事業 〇 

公社の他の助成事業 × 
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開発実施場所 

• 申請者の事業所であること 

 

• 原則として東京都内であること  

– 首都圏であれば概ね申請可能 

 

• 公社が現地で購入物品・成果物等を確認可能
であること 
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資金計画 

Aの値が1,500万円を超える場合は、 
Bの値のいずれかを手入力で修正して 

Aの値を1,500万円以下にしてください。 

A 

B 
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解説コンテンツのご紹介 

• 公社ＨＰで、助成金の仕組みやポイントを解
説しています。是非一度ご覧ください。 

 

• 助成金解説ページＵＲＬ 
トップ > 事業案内 > 助成金事業 > 仕組み・ポイント 
 http://www.tokyo-kosha.or.jp/support/josei/index.html 
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助成金解説ページ① 

約2分の動画 
助成金を分かりやすく説明 

「申請書作成のポイント」も掲載 
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助成金解説ページ② 

製品開発以外の
助成金は 

こちらで確認！ 
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本資料に関するお問い合わせ 

（公財）東京都中小企業振興公社 

企画管理部 助成課 

 

新製品・新技術開発助成事業 事務局 

 

Tel：03-3251-7894・5 

Mail：josei@tokyo-kosha.or.jp 
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